富山市まちなか活性化事業サポート補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、富山市補助金等交付規則（平成１７年富山市規則第３６号。以下「規　　

　則」という。）第２４条の規定に基づき、富山市まちなか活性化事業サポート補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　（１）基本計画　中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号）第９条
第６項の規定により内閣総理大臣の認定を受けた富山市中心市街地活性化基本計画
（２）中心市街地　基本計画において定める対象区域
（補助金の交付）

第３条　市長は、基本計画に位置付けた事業の着実な推進と賑わいの創出・活性化の担い手の育成を通じて中心市街地の活性化を推進するため、補助事業者が中心市街地において、補助対象事業を行うために必要な経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。
２　補助金の交付は、単年度のみとする。
３　次に掲げる事業については、補助金の交付を認めないものとする。

　（１）国、県又は市の補助金の交付を既に受けて実施している事業
（２）市の他の補助金の交付を受けて実施を予定する事業
（３）公序良俗に反すると認められる事業
（補助事業者等）

第４条　補助事業者、補助対象事業、補助対象経費、補助率及び補助限度額は、別表のとおりとする。
（補助実施期間）

第５条　補助実施期間は、施行日から令和９年３月３１日までとする。
（交付の申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする者は、次に掲げる書類を添えて、富山市まちなか活性化事業サポート補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。
　（１）補助事業者の概要がわかる書類

（２）富山市まちなか活性化事業サポート補助金事業計画書（様式第２号）
（３）収支予算書（様式第３号）
（４）前３号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類
２　前項の規定にかかわらず、市長が特に認める場合は、補助金の交付を受けようとする者は、事業の完了後に、次に掲げる書類を添えて、富山市まちなか活性化事業サポート補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出することができる。
　（１）補助事業者の概要がわかる書類

　（２）富山市まちなか活性化事業サポート補助金事業実施報告書（様式第７号）

　（３）収支決算書（様式第８号）

　（４）領収書の写し等支出の根拠を示す書類
　（５）事業実施を証する写真

　（６）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類
（交付決定の通知）

第７条　市長は、補助金の交付の決定をするときは、富山市まちなか活性化事業サポート補助金交付決定通知書（様式第４号）により、補助金の交付を申請した者に通知するものとする。
（事業計画の変更等の承認申請）

第８条　補助事業者は、第６条の規定により提出した事業計画を変更し、又は中止し、若しくは廃止しようとするときは、あらかじめ、富山市まちなか活性化事業サポート補助金事業計画変更（中止・廃止）承認申請書（様式第５号）を市長に提出し、市長の承認を受けなければならない。
（実績報告）

第９条　補助事業者は、当該補助事業が完了したときは、完了後１０日以内に、次に掲げる書類を添えて、富山市まちなか活性化事業サポート補助金実績報告書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
　（１）富山市まちなか活性化事業サポート補助金事業実施報告書（様式第７号）
　（２）収支決算書（様式第８号）
　（３）領収書の写し等支出の根拠を示す書類
　（４）事業実施を証する写真

　（５）前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類
（額の確定通知）

第１０条　市長は、補助事業者から、第６条第２項又は前条の規定に基づき、補助事業の成果の報告を受けたときは、報告書の書類の審査等により当該補助事業に交付する補助金の額を確定し、富山市まちなか活性化事業サポート補助金額確定通知書（様式第９号）により、当該補助事業者に通知するものとする。
（帳簿の備付け）

第１１条　補助事業者は、補助事業に係る収支の状況を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、当該補助事業完了の日の属する会計年度の翌会計年度から５年間保存しなければならない。

（概算払）

第１２条　市長は、補助金の交付目的を達成するために必要があると認める場合は、補助金の概算払いをすることができる。

２　補助事業者は、概算払いを受けようとするときは、富山市まちなか活性化事業サポート補助金概算払請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。

（細則）

第１３条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。

附　則
この要綱は、平成２４年６月２９日から施行する。
附　則

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

　
　
別表（第２条関係）
	補助事業者
	補助対象事業
	補助対象経費
	補助率
	補助限度額

	事業協同組合、商店街振興組合、商工会議所、まちづくり会社、中心市街地活性化協議会、ＮＰＯ法人、任意団体、民間事業者及びこれらに類する団体（補助事業を実施するための臨時的組織を含む。）
	基本計画に位置付けた事業及び附帯・関連する事業又は基本計画に定めた目標の達成に相当程度寄与すると認められる事業
	補助対象事業に直接要する経費
	①施設整備に係るもの

（国又は県の補助制度を活用する場合に限る。）

１／３
	５，０００千円

	
	
	
	②ソフト事業の実施・運営に係るもの

（国又は県の補助制度を活用する場合）

１／３
（国又は県の補助制度を活用しない場合）

　１／２
	５００千円


